
038 039II-2-1 II-2-1

将
来
需
要
へ
の
対
応
方
策
の
検
討

将
来
需
要
へ
の
対
応
方
策
の
検
討

コラム8　滑走路の移設延長整備事例（福島空港）

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
1）滑走路増設の検討条件 1）滑走路増設の検討条件

　現空港における滑走路増設案の検討にあたっては、空港南東部の丘陵地や都市高速道路などの周辺地域への影響、利用者の利便性、

建設事業費や滑走路処理容量など、考慮すべき事項が多数あります。

　また、増設滑走路長や配置間隔、配置位置など多数の組合せが考えられ、配置案によっては考慮すべき事項が変化することから、様々

な視点から総合的に検討する必要があります。

　滑走路増設案の検討にあたり、検討条件として以下の項目について整理しました。

　　①滑走路配置の考え方について

　　②滑走路長について

　　③滑走路間隔（３００ｍまたは２１０ｍ）について

　　④進入方式について

　　⑤エプロン・ターミナル等の施設規模について

　福岡空港周辺は市街化が進んでいることに加え、空港南東側の丘陵地、空港西側の福岡都市高速道路、北側に国道3号が近接してい

る状況であることから、滑走路増設案ではこれらへの影響を最小限に止め、空港拡張面積を極力小さくし、かつ現在の空港施設を有効

活用できることが望ましいと考えられます。

　このため、現滑走路に対して東側または西側に平行滑走路を増設することについて検討することとしました。

　なお、現滑走路の移設を含めた配置の可能性については、現滑走路の両側に新たに２本の滑走路を新設することなどが考えられま

すが、滑走路１本を新設する場合よりも整備中における運用面や安全面での課題が多くなり、事業の長期化が懸念されるため現滑走

路の移設については設定しないこととしました。

①滑走路配置の考え方について

　福島空港では、2,000mの旧滑走路を西側(図面下側)に120ｍ移設し、2500mに延長する事業が空港を運用しながら実施され、工

事期間は約４年半（平成7年11月～平成12年3月）でした。

　福島空港での滑走路延長工事の特徴としては、離着陸回数が20便/日程度、運用時間が8：30～20：00の11.5時間であったことから、

移設展開が、昼夜作業可能となり、現滑走路の運用に大きな支障を及ぼさない内容であったことがあげられます。

運用時間

利用時間

離着陸回数

ターミナル配置

航空機の地上走行経路

滑走路設置位置

項　目
11.5時間(8:30～20:00)

11.5時間

約20回/日

滑走路の片側に一体

滑走路の片側

ターミナルから最遠側

福島空港

旧滑走路位置
新滑走路位置

住宅街

倉庫等
事業所

国道3号

競技場等

南東側丘陵地

福岡都市高速道路国際線ターミナル地域

国内線ターミナル地域

福岡空港用地形状

東

北 南

西
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コラム9　滑走路長3,000mについて

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
1）滑走路増設の検討条件 1）滑走路増設の検討条件

　国土交通大臣が設置管理している第２種空港のうち、国際線定期便が就航している既存空港の滑走路長は、以下の通りです。

　滑走路の設置条件にもよりますが、多くの空港で国際線定期便就航に対して滑走路長3,000mが整備されている状況です。

　福岡空港でも国際航空ネットワーク形成には、滑走路長3,000mの確保が望ましいと考えられます。

　現空港における滑走路増設案の検討にあたり、平行滑走路の組合せは現滑走路2,800mと増設滑走路2,500mを標準的な検討

条件として設定しました。

　なお、周辺地域への影響の軽減、建設事業費の縮減等の観点と滑走路処理容量を踏まえ、増設滑走路の長さ(2,000～2,500m)

や配置についても、今後詳細な検討が必要です。

　福岡空港の国際航空ネットワーク形成のためには、滑走路長3,000ｍの確保が望ましいですが、平行滑走路の増設による抜本的な

方策での滑走路処理容量の確保よりも、現滑走路の3,000m化は優先度が低いため検討から除外しました。

　なお、現滑走路2,800ｍを3,000ｍ化する場合には、北側へ200ｍまたは南側へ200ｍ、あるいは南北へ各100ｍ延長する方法など

が考えられますが、福岡都市高速道路をはじめ多くの物件が進入表面、転移表面に抵触することとなります。

②滑走路長について

■現滑走路について

新千歳

函館

仙台

新潟

広島

高松

松山

新北九州

空港名
3,000m

3,000m

3,000m

2,500m

3,000m

2,500m

2,500m

2,500m

滑走路長
福岡

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

那覇

空港名
2,800m

3,000m

3,000m

3,000m

2,500m

3,000m

3,000m

滑走路長

■国際定期便就航空港の滑走路長

出典：数字で見る航空2007（平成19年4月1日時点）

※2006年度は速報値

滑走路は、対象航空機が安全に離着陸するために十分な長さを有さなければならない。

[解説]

(1)滑走路の長さは、航空機の離着陸性能、すなわち、航空機の離陸距離、加速停止距離および着陸距離の3つに対して温度、高度、    

滑走路の縦断勾配等を考慮して十分な長さとする。

(2)滑走路の長さとしては、一般に、設計対象航空機により下表の値を標準としている。

B747、B777、MD11などの大型ジェット機

A300、B767、MD81、MD87、MD90、B737、A320などの中小型ジェット機

YS11などのプロペラ機

ドルニエ228-200、DHC-6-300、N24A、BN2Aなどの小型機

設計対象航空機

原則として2,500ｍの滑走路長を確保するものとする。

原則として2,000ｍの滑走路長を確保するものとする。

原則として1,500ｍの滑走路長を確保するものとする。

800ｍ～1,000ｍの滑走路長を確保するものとする。

滑走路

■増設滑走路について

　福岡空港に就航する航空機全体の約9割は国内線であり、また、国内線の就航機材に対しては最大2,500mの標準長さで運航でき

ることから、周辺への影響を考慮し増設滑走路長2,500mを設定しました。

増設滑走路長　2,500m

滑走路の長さ

■滑走路長の設計基準について

（注）表は国内線用の滑走路長の標準的な値を示すものであり、国際線が就航する場合や暫定的にジェット化する場合等は別途検討する必要がある。

出典：空港土木施設設計基準（国土交通省航空局）

■滑走路の標準長さ（国内線）

1991 1996 2001 2006
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■発着回数の推移（単位：回）
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国内線です。
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コラム10　就航機材の動向について

１
日
の
運
航
便
数

離陸着

着陸機

【離陸・着陸専用滑走路の運用】

滑走路1本の場合

滑走路2本の場合

間隔210m・300mともに、先行着陸機の着陸を確
認した時点で、後続離陸機は離陸することができる。
但し、後方乱気流を考慮する必要あり。

先行着陸機が滑走路をクリアするまで、後続離陸機
は離陸できない。

0m 10m 20m 30m 40m 50m 60m 70m 80m
※標準座席数は航空会社ごとに異なります。

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
1）滑走路増設の検討条件 1）滑走路増設の検討条件

　滑走路間隔は、現在の管制方式基準（国土交通省航空局）による最小間隔300ｍでは、滑走路間に大型機が一時待機でき他の離着陸

機への影響が出ません。

　一方、ICAO ANNEX14（国際民間航空条約 第14付属書）による最小間隔、210ｍでは滑走路間での大型機の一時待機が他の離着

陸機に影響が出るなど制約が大きくなります。　

③滑走路間隔（300ｍまたは210ｍ）について

300m 210m滑走路間隔

事　例

間隔設定の考え方

滑走路処理容量が、
単一滑走路と比較
して向上するポイ
ント

【管制方式基準】
現在の国内基準における平行滑走路の最小間
隔

・滑走路１本で、離着陸交互運用の場合、先行着
陸機が滑走路をクリア(離脱)した時点で後続離
陸機に離陸許可が発出されます。

・平行滑走路を離陸・着陸専用とした場合、先行
着陸機の着陸が確認された時点で後続離陸機
に離陸許可が発出されるため、この分の間隔が
短縮されます。

・但し、後方乱気流の影響を考慮すると、全ての
場合に適用されるわけではありません。

滑走路間隔300m
と210mの相違点

　滑走路間に両方の滑走路に影響を与えない
位置で大型機の待機が可能です。
　下図のとおり、大型機が滑走路間に待機して
も前後の滑走路に影響を与えないため、他の離
着陸機の管制間隔を多めに確保する必要はあ
りません。

　滑走路間に大型機が待機すると、他の離着陸
機に影響が出ます。
　下図のとおり、大型機を滑走路間に待機させ
た場合、滑走路を占有するため、他の離着陸機
の管制間隔を多めに確保する必要があります。

【国際民間航空条約 第14付属書】
国際的な基準における平行滑走路の最小間隔

新千歳空港
大阪国際空港

百里飛行場（整備中）
（航空自衛隊百里飛行場と共用）

　福岡空港の就航機材構成を見ると1990年代以降、小･中型機材の増加傾向が確認できますが、大型機については近年減少傾向が見られます。

B777-300
全長73.9m：全幅60.9m：標準座席数470席：巡航速度905km/h

B747-400D
全長70.7m：全幅59.6m：標準座席数569席：巡航速度910km/h

B767-300ER
全長54.9m：全幅47.6m：標準座席数309席：巡航速度880km/h

MD90
全長46.5m：全幅32.9m：標準座席数166席：巡航速度815km/h

A320
全長37.6m：全幅34.1m：標準座席数166席：巡航速度840km/h

DASH8-100
全長22.3m：全幅25.9m：標準座席数39席：巡航速度502km/h

写真提供：全日本空輸

写真提供：天草エアライン

写真提供：日本航空

写真提供：全日本空輸

写真提供：スカイマーク

写真提供：：日本航空

■航空機の大きさ比較

300m150m

75m 75m

75m

70m

滑走路（離着陸可能な状態）

B777ー300（全長74m）、
B747（全長70m）でも一時待機可能

他の離着陸機に影響が出ません。

（滑走路中心間隔300mの場合）

離着陸

離着陸
滑走路（離着陸可能な状態）

停止線 210m60m

75m

75m

滑走路（横断機がクリアになるまで離着陸不可）

他の離着陸機に影響が出ます。

（滑走路中心間隔210mの場合）

離着陸

離着陸
滑走路を占有

滑走路を占有

滑走路（横断機がクリアになるまで離着陸不可）
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解説：航空機の飛行方式と進入方式について

（資料）空港土木施設設計基準より

本基準における滑走路の分類 条約14附属書における滑走路の分類対象とする進入方式

計器飛行による進入

計器飛行によらない進入

計器着陸用滑走路 Instrument runway

Non-instrument runway
計器着陸用
以外の滑走路

精密進入

非精密進入

精密進入を行う滑走路｛ Precision approach runway
(category I,II.III)

Instrument approach runway

｝
精密進入を
行わない滑走路｝

II II将来需要への対応方策の検討 将来需要への対応方策の検討

2.　現空港における滑走路増設について2.　現空港における滑走路増設について
1）滑走路増設の検討条件 1）滑走路増設の検討条件

　航空機が滑走路に着陸進入するための進入方式については、悪天候等の視界不良時でも誘導電波を受けて着陸が可能な精密進入

方式を基本としました。また、周辺地域への影響を軽減するため、悪天候時には着陸が困難である非精密進入方式も検討しました。

　航空機が空を飛ぶルール（飛行方式）には、計器飛行方式（IFR：Instrument Flight Rules）と有視界飛行方式（VFR：Visual Flight 

Rules）の２種類があります。

　計器飛行方式（ＩＦＲ）は、旅客機のようにある程度天気が悪い中でも安全に飛ぶ方法で、常に地上の管制官が航空機専用のレーダー

を見ながら指示を行い、パイロットはその指示通りに飛行機を操縦します。このため、雲の中とか視界が悪くても安全に飛ぶことがで

きます。

　また、有視界飛行方式（ＶＦＲ）は、パイロットが航空法上の一定の規則を守りながら目視によるパイロット自身の判断で、自由に飛行

できますが、気象条件が限定されます。

　

　一方、航空機が滑走路に着陸するための進入方式には、精密進入と非精密進入があります。　

精密進入とは、計器飛行による進入であって、進入方向と降下経路の指示を受けることができる進入（ＩＬＳ（計器着陸装置）進入または、

精密レーダー進入）のことを指します。

　非精密進入とは、以下の表にもありますが計器飛行による進入のうち精密進入以外の進入を指します。

④進入方式について

　滑走路増設をはじめとする空港施設の検討においては、対象となる需要をもとに設定する必要があります。

　PIレポートステップ２において、需要予測の予測年次は、短・中期的な需要見通しをみるため、2012年から2022年までの3時点を

設定しており、さらに長期的な需要見通しを見るため2032年についても設定しています。

　一方、滑走路増設案の整備にあたっては、別途環境アセスメント・用地買収・埋蔵文化財調査などの調査期間の考慮が必要であり、特

に用地買収・埋蔵文化財調査に要する期間を現時点で想定することが困難です。

　このため施設規模の想定としては、平行滑走路（クロースパラレル方式）による滑走路処理容量が一般的に滑走路１本の場合の1.3

倍程度とされていることを勘案し、現滑走路の処理容量とされている年間14.5万回の1.3倍程度である2022年のケースＡ、19.2万

回/年を詳細検討の参考としました。

⑤エプロン、ターミナル等の施設規模について

進入方式別の滑走路の分類

精密進入（ILS進入）

（３）　予測年次及びゾーンの設定

　予測年次については、福岡空港の短･中期的な需要見通しをみるため2012年から2022年まで3時点を設定しました。さら

に、長期的な需要見通しを見るために2032年も設定しました。

　なお、今回の需要予測手法は、現状をもとにして将来を予測するものであり、長期的な予測については社会経済構造が現状

と大きく変化することも考えられるため、計算結果の取扱いには特に注意が必要です。

　交通の発生・集中の基本単位となるゾーン設定（ゾーニング）にあたっては、地域ごとの空港までの交通サービス水準の違い

が的確に需要予測に反映されるように、福岡空港の利用が想定される地域を中心に細かく設定します。

　具体的には、全国幹線旅客純流動調査等で用いられている207の生活圏に全国を分割したゾーンの地域区分界を基本とし

ました。ただし、福岡空港の利用が想定される地域については概ね市区町村単位のゾーンに分割し、空港、鉄道駅等の交通サー

ビス条件が似通った地域については、それらを束ねて１つのゾーンとしました。なおゾーニングの基礎となる市区町村区分に

ついては、2000（平成12年）年時点の国勢調査を用います。

①予測年次の設定

予測年次

2012年

2017年

2022年

2032年

設定の考え方

福岡空港の短・中期的な需要見通しをみるため21世紀第１四半期の範囲で、５年おきの予測年次としました。

福岡空港の長期的な需要見通しとして、21世紀第２四半期を2022年に続く10年後の2032年として設定しました。

（資料）ＰＩレポートステップ２詳細版　P95 より

注】発着回数の実績は、定期便以外の自衛隊機等の不定期便を含む。

【年間の滑走路処理容量】
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